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水
俣
病
未
認
定
患
者
救
済
法
案
に
関
す
る
質
問
主
意
書

水
俣
病
未
認
定
患
者
救
済
法
案
（
以
下
、
法
案
）
に
関
連
し
て
、
以
下
、
政
府
に
対
し
質
問
す
る
。

一

本
年
五
月
十
八
日
の
報
道
に
よ
る
と
、
水
俣
病
の
原
因
企
業
チ
ッ
ソ
が
、
与
党
の
法
案
に
盛
り
込
ま
れ
た
同
社
の
分
社
化

後
も
、
熊
本
県
水
俣
市
で
の
操
業
を
継
続
す
る
方
針
を
宣
言
す
る
と
の
こ
と
で
あ
っ
た
。

分
社
化
に
は
、
「
水
俣
か
ら
撤
退
し
て
加
害
企
業
の
消
滅
に
つ
な
が
る
恐
れ
が
あ
る
」
な
ど
と
の
反
対
が
あ
る
た
め
、
水

俣
で
の
操
業
継
続
を
宣
言
す
る
こ
と
で
不
安
を
解
消
し
、
今
国
会
で
の
法
案
成
立
を
後
押
し
す
る
狙
い
が
あ
る
と
の
意
見
も

あ
る
。

こ
の
点
、
最
高
裁
は
、
八
幡
製
鉄
政
治
献
金
事
件
判
決
（
最
大
判
昭
和
四
十
五
年
六
月
二
十
四
日
）
等
に
お
い
て
、
憲
法

第
三
章
に
定
め
る
国
民
の
権
利
及
び
義
務
の
各
条
項
は
、
性
質
上
可
能
な
限
り
内
国
の
法
人
に
も
適
用
さ
れ
る
と
判
示
し
て

お
り
、
営
業
の
自
由
、
居
住
移
転
の
自
由
の
よ
う
な
経
済
的
自
由
権
は
法
人
に
も
認
め
ら
れ
る
と
一
般
に
解
さ
れ
る
。

も
っ
と
も
、
法
人
に
対
し
て
人
権
保
障
が
及
ぶ
と
し
て
も
、
法
人
は
強
大
な
社
会
権
力
を
持
つ
も
の
が
少
な
く
な
い
こ
と

か
ら
、
政
策
的
考
慮
に
基
づ
い
て
自
然
人
と
は
異
な
る
規
制
が
必
要
な
場
合
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
、
自
然
人
の
人

権
と
の
抵
触
が
あ
る
可
能
性
が
大
き
い
た
め
、
法
人
の
自
由
や
権
利
に
対
し
て
必
要
な
限
度
で
の
規
制
を
認
め
ざ
る
を
得
な

一



い
こ
と
か
ら
、
法
人
の
人
権
に
つ
い
て
は
、
自
然
人
よ
り
も
広
汎
な
積
極
的
規
制
を
加
え
る
こ
と
が
許
さ
れ
る
も
の
と
解
さ

れ
る
。

ま
た
、
立
法
に
お
い
て
は
、
高
度
な
政
策
的
判
断
に
基
づ
く
裁
量
が
国
会
に
認
め
ら
れ
て
い
る
一
方
で
、
立
法
不
作
為
が

国
家
賠
償
法
上
違
法
と
評
価
さ
れ
る
場
合
も
あ
る
。

こ
の
点
、
政
府
・
与
党
は
分
社
化
に
積
極
的
で
あ
る
が
、
チ
ッ
ソ
に
対
し
、
一
定
期
間
移
転
を
制
限
し
て
水
俣
市
で
の
操

業
を
義
務
付
け
る
立
法
措
置
が
可
能
か
否
か
に
つ
い
て
い
か
に
考
え
る
か
、
政
府
の
見
解
如
何
。

二

法
案
第
十
四
条
は
、
特
定
事
業
者
が
認
可
事
業
再
編
計
画
に
基
づ
い
て
行
う
事
業
会
社
の
設
立
及
び
事
業
会
社
へ
の
事
業

譲
渡
そ
の
他
の
行
為
に
つ
い
て
は
、
詐
害
行
為
取
消
権
の
規
定
、
否
認
権
の
規
定
は
適
用
し
な
い
と
し
て
い
る
が
、
こ
の
規

定
の
趣
旨
を
ど
の
よ
う
に
認
識
し
て
い
る
か
。

ま
た
、
同
規
定
に
対
し
て
は
、
憲
法
第
二
十
九
条
で
保
障
さ
れ
る
財
産
権
を
侵
害
す
る
の
で
は
な
い
か
と
の
指
摘
も
あ
る

が
、
こ
れ
に
対
す
る
政
府
の
見
解
如
何
。

三

否
認
権
は
、
破
産
等
の
手
続
き
に
お
い
て
、
一
般
債
権
者
の
た
め
に
比
較
的
広
範
な
要
件
の
下
で
機
能
す
る
の
に
対
し
、

詐
害
行
為
取
消
権
は
、
破
産
外
に
お
い
て
厳
格
な
要
件
の
下
で
行
使
さ
れ
、
「
す
べ
て
の
債
権
者
の
利
益
の
た
め
に
」
と
い

二



う
民
法
第
四
百
二
十
五
条
の
文
言
に
か
か
わ
ら
ず
、
権
利
行
使
を
し
た
債
権
者
の
た
め
に
機
能
す
る
。

ま
た
、
否
認
権
は
、
総
債
権
者
間
の
平
等
を
図
る
観
点
か
ら
、
詐
害
行
為
取
消
権
と
異
な
り
、
詐
害
意
思
を
要
件
と
し
な

い
権
利
行
使
も
認
め
ら
れ
る
。

こ
の
よ
う
に
、
両
者
の
機
能
は
異
な
る
面
も
あ
る
が
、
法
案
第
十
四
条
が
一
律
に
適
用
除
外
と
し
て
規
定
し
て
い
る
理
由

は
何
か
。

四

法
案
に
お
い
て
は
、
株
式
売
却
益
を
補
償
に
充
て
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

思
う
に
、
株
式
と
い
う
市
場
原
理
の
支
配
す
る
も
の
に
よ
る
利
益
と
、
公
害
被
害
者
救
済
と
い
う
生
存
権
（
憲
法
第
二
十

五
条
）
と
も
密
接
に
関
係
す
る
社
会
福
祉
は
性
質
上
な
じ
ま
な
い
。

さ
ら
に
、
昨
年
来
の
世
界
的
な
金
融
危
機
の
結
果
、
金
融
市
場
の
脆
弱
性
を
多
く
の
人
々
が
知
る
よ
う
に
な
っ
た
現
在
に

お
い
て
、
公
害
被
害
者
救
済
の
原
資
と
し
て
株
式
売
却
益
の
よ
う
な
不
安
定
な
も
の
を
充
て
る
こ
と
に
対
し
て
は
否
定
的
見

解
が
あ
る
が
、
政
府
の
見
解
如
何
。

五

水
俣
病
認
定
の
前
提
で
あ
る
地
域
指
定
が
解
除
さ
れ
た
場
合
、
胎
児
性
・
小
児
性
患
者
を
含
む
潜
在
的
被
害
者
の
水
俣
病

認
定
申
請
が
不
可
能
と
な
り
得
る
。

三



西
尾
環
境
事
務
次
官
は
、
本
年
二
月
十
六
日
の
記
者
会
見
で
、
「
あ
る
程
度
の
期
間
を
も
っ
て
、
救
済
を
求
め
る
人
を
確

定
す
る
。
そ
れ
で
も
残
る
方
は
、
ど
う
い
う
方
々
か
」
「
水
銀
排
出
が
止
ま
っ
て
か
ら
四
十
年
た
っ
て
解
決
し
な
い
の
は
残

念
。
今
の
方
々
に
解
決
が
つ
い
た
ら
、
終
了
す
る
の
が
あ
る
べ
き
姿
だ
」
と
述
べ
た
と
の
こ
と
で
あ
る
が
、
胎
児
性
・
小
児

性
患
者
を
含
む
潜
在
的
被
害
者
へ
の
対
応
策
に
つ
い
て
、
特
段
の
措
置
を
設
け
る
考
え
は
あ
る
か
、
政
府
の
見
解
如
何
。

右
質
問
す
る
。

四


